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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 185,888 △1.6 △5,734 ― △7,904 ― △11,746 ―

22年3月期第2四半期 188,998 △34.1 △1,645 ― △4,716 ― △6,990 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 △16.43 ―

22年3月期第2四半期 △10.24 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 356,891 48,380 13.4 65.40
22年3月期 383,640 64,810 15.0 84.61

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  47,814百万円 22年3月期  57,736百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 0.00 0.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 445,000 0.2 12,000 △14.0 5,500 △37.3 △28,000 ― △38.73



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは完了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料における予想、見通し、計画等は、現時点における事業環境に基づくものであり、今後の事業環境の変化により実際の業績が異なる可能性があり
ます。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】Ｐ．４「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 731,438,670株 22年3月期  684,256,778株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  354,543株 22年3月期  1,833,341株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 714,877,754株 22年3月期2Q 682,786,317株



   
 

   

 

 

（参考）平成 23 年３月期第２四半期の連結業績（平成 22 年７月１日 ～ 平成 22 年９月 30 日） 

連結経営成績（３ヶ月）                                                                （％表示は対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益      経常利益      四半期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23 年３月期第２四半期 103,362 △2.8 2,077 42.1     1,150 304.1 △1,258 － 

22 年３月期第２四半期 106,377 △34.2 1,461 －     284 － △305 － 

 

 １株当たり四半期純利益
潜在株式調整後１ 株当たり四半期 

純利益 

            円 銭                             円 銭 

23 年３月期第２四半期 △1.72 － 

22 年３月期第２四半期 △0.45 － 
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

①当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日～平成22年９月30日）の概況 

 当第２四半期連結累計期間（平成23年３月期第２四半期累計）の経済環境は、欧米での高水準

の失業率など景気回復停滞の懸念がある一方、新興国では内需を中心に堅調な景気拡大が続いて

おり、全体として緩やかに回復しています。国内では、企業の収益改善や景気刺激策の効果など

により設備投資や個人消費に回復傾向が見られるものの、依然高水準の失業率や円高の進行、株

式相場の変動による影響などから、その先行きへの懸念も出てきています。 

 このような事業環境の下、ＯＫＩグループの業況は、事業毎に状況が異なるものの、概ね前回

公表どおりに推移いたしました。ＡＴＭ監視サービスなどの保守サービスの増加やメカトロ関連

機器の増加、市況回復に伴うＥＭＳ（生産受託）関連事業および部品関連事業が増収となった一

方で、一部官公庁向けの大型案件のリプレースが端境期であることや、プリンタ事業における円

高の影響や欧州一部地域の景気回復遅れの影響などにより、売上高は1,859億円（前年同期比31億

円、1.6％減少）となりました。営業損失は、調達コスト低減およびＶＥなど増益要因はあるもの

の、価格下落、円高による影響、物量変動および機種構成差、その他費用の増加、さらに処遇適

正化を行ったことなどにより57億円（同41億円悪化）となりました。経常損失は79億円（同32億

円悪化）となりました。 

 四半期純損失は、沖ウィンテック（株）を当社の株式交換完全子会社とする株式交換を実施し

た結果発生した、負ののれん発生益27億円を計上した一方、保有する上場株式の時価下落による

投資有価証券評価損27億円を計上したほか、繰延税金資産を取り崩したことなどから、117億円

（同47億円悪化）となりました。 

  

②事業別の状況 

＜情報通信システム事業＞ 

 外部顧客に対する売上高は、1,047億円（前年同期比29億円、2.7％減少）となりました。ソ

リューション＆サービスでは、ＡＴＭ監視サービスなどの保守サービスの増加などにより増

収、メカトロシステムでは、国内および中国向けＡＴＭが堅調だったことに加え、発券端末な

ども増加したことにより増収となりました。社会システムでは、一部官公庁向けの大型案件の

リプレースが端境期となったため減収、通信システムでは、通信キャリア向けＧＥ－ＰＯＮの

販売台数は増加したものの、コアネットワーク、既存ネットワークおよび企業向けなどが減少

したため減収となり、全体では減収となりました。 

 営業利益は、物量減少による利益の減少や処遇適正化などの影響はあるものの、機種構成差

や調達コスト低減およびＶＥなどで吸収し、13億円（同７億円良化）となりました。 

  

＜プリンタ事業＞ 

 外部顧客に対する売上高は、586億円（前年同期比73億円、11.1％減少）となりました。商品

別の状況では、オフィス向けカラープリンタ（カラーＮＩＰ）およびモノクロプリンタ（モノ

ＮＩＰ）は、日本市場での販促効果などにより販売台数が増加したものの、欧州における一部

地域の景気回復遅れの影響や、新商品への切り替え遅れによる旧モデル商品の本体価格下落な

どにより減収となりました。ドットインパクトプリンタ（ＳＩＤＭ）は、世界市場全体の縮小

により販売台数が減少しました。これらの影響に加え、円高による減収影響が58億円ありまし

た。 

 営業損失は、調達コスト低減およびＶＥなど増益要因はあるものの、円高の影響、価格下

落、物量変動および機種構成差、その他販売費用の増加に加え、処遇適正化の影響などによ

り、49億円（同68億円悪化）となりました。 

  

＜ＥＭＳ事業、その他＞ 

 外部顧客に対する売上高は、ＥＭＳ事業で148億円（前年同期比55億円、58.2％増加）、その

他の事業で79億円（前年同期比17億円、27.4％増加）となりました。ＥＭＳ事業では、通信機

器市場の大型案件の受注拡大や医療機器市場の新規案件の早期立上、産業機器市場や半導体設

備市場および基板市場の市況回復などにより増収、その他の事業では市況の回復に伴い部品関

連事業が増収となりました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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 営業利益は、物量増加による利益の増加に加え、機種構成差や調達コスト低減およびＶＥな

どにより、ＥＭＳ事業で５億円（同11億円良化）、その他の事業で８億円（同15億円良化）と

なりました。 

    

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①当第２四半期連結会計期間末における資産、負債、純資産等の状況 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に対して267億円減少の3,569億円

となりました。一方、自己資本は、当第２四半期連結累計期間において四半期純損失を117億円計

上したものの、平成22年６月１日付で、当社を株式交換完全親会社、沖ウィンテック（株）を当

社の株式交換完全子会社とする株式交換を実施した結果、資本剰余金が35億円増加したこと等に

より、前連結会計年度末に対して99億円減少の478億円にとどまりました。その結果、自己資本比

率は13.4％となりました。また、純資産のうち少数株主持分が、当該株式交換等により、前連結

会計年度末に対して65億円減少しております。 

 資産の増減の主なものは、流動資産で現金及び預金が190億円、受取手形及び売掛金が287億円

それぞれ減少する一方、有価証券が144億円、たな卸資産が142億円それぞれ増加、固定資産で投

資その他の資産を中心に49億円減少しております。 

 負債は103億円減少しております。借入金は、長期借入金の返済などにより、前連結会計年度末

1,725億円に対して74億円減少し、1,651億円となりました。また、支払手形及び買掛金が65億円

減少しております。 

  

②当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、主に運転資金が増加した

ことにより、36億円の収入（前年同期253億円の収入）となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還による収入があったこと等により、７

億円の支出（同48億円の支出）となりました。 

 この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローとをあわ

せたフリー・キャッシュ・フローは29億円の収入（同205億円の収入）となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済に対し長期借入を中心とした調達を

実行したことにより、44億円の支出（同191億円の支出）となりました。 

 その結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は前連結会計年度末の712億

円から700億円となりました。  

  
（３）連結業績予想に関する定性的情報 

  通期業績予想の売上高につきましては、保守サービス事業の拡大やメカトロ関連機器の増加に

よる情報通信システム事業の増収に加え、市況の回復に伴うＥＭＳ事業およびその他の事業の増

収を見込んでおります。その一方でプリンタ事業では、ＬＥＤプリンタの新商品への切り替えを

下期から加速させるものの、為替影響に加え、上期の状況および欧州の景気動向リスクなどを考

慮した下期計画の見直しにより減収となることから、前回公表の4,500億円から50億円減少の

4,450億円となる見込みです。 

 しかしながら、利益につきましては、為替影響、価格下落、物量変動および機種構成差などの

減益要因を、調達コスト低減およびＶＥや、より一層の費用圧縮などで吸収することから、前回

公表どおりの見込みです。 

 詳細につきましては、本日開示いたしました「10年度第２四半期（累計）決算説明資料」をご

参照下さい。 
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（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

  
（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

該当事項はありません。 

  
（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。  

 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失及び経常損失はそれぞれ68百万円、税金

等調整前四半期純損失は692百万円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資

産除去債務の変動額は1,583百万円であります。 

  

②企業結合に関する会計基準等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成

20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26

日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月

26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持

分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年

12月26日）を適用しております。 

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
（平成22年３月31日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 38,791 57,844

受取手形及び売掛金 89,629 118,324

有価証券 31,721 17,314

製品 28,780 21,751

仕掛品 24,115 16,436

原材料及び貯蔵品 24,056 24,638

その他 10,822 13,396

貸倒引当金 △1,632 △1,588

流動資産合計 246,284 268,117

固定資産   

有形固定資産 55,729 56,155

無形固定資産 8,709 10,060

投資その他の資産 46,167 49,306

固定資産合計 110,606 115,523

資産合計 356,891 383,640

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 48,433 54,930

短期借入金 119,105 127,430

引当金 1,683 1,760

その他 43,794 45,643

流動負債合計 213,018 229,765

固定負債   

長期借入金 46,040 45,036

退職給付引当金 41,987 39,655

役員退職慰労引当金 549 620

その他 6,914 3,752

固定負債合計 95,491 89,064

負債合計 308,510 318,829
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
（平成22年３月31日） 

純資産の部   

株主資本   

資本金 76,940 76,940

資本剰余金 50,184 46,744

利益剰余金 △75,280 △63,534

自己株式 △19 △408

株主資本合計 51,824 59,741

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,633 2,095

繰延ヘッジ損益 △1,560 △660

為替換算調整勘定 △4,083 △3,440

評価・換算差額等合計 △4,010 △2,005

新株予約権 79 79

少数株主持分 487 6,994

純資産合計 48,380 64,810

負債純資産合計 356,891 383,640

ＯＫＩ　６７０３　平成23年３月期　第２四半期決算短信

－ 6 －



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

  至 平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年９月30日）

売上高 188,998 185,888

売上原価 138,641 140,772

売上総利益 50,356 45,115

販売費及び一般管理費 52,002 50,850

営業損失（△） △1,645 △5,734

営業外収益   

受取利息 106 137

受取配当金 642 629

受取ブランド使用料 307 －

雑収入 216 698

営業外収益合計 1,272 1,466

営業外費用   

支払利息 2,471 2,273

為替差損 913 847

雑支出 958 515

営業外費用合計 4,343 3,635

経常損失（△） △4,716 △7,904

特別利益   

過年度損益修正益 113 －

投資有価証券売却益 － 29

負ののれん発生益 － 2,650

貸倒引当金戻入額 － 34

受取和解金 － 167

抱合せ株式消滅差益 26 －

特別利益合計 139 2,882

特別損失   

固定資産処分損 203 118

減損損失 62 12

投資有価証券評価損 636 2,655

特別退職金 293 509

事業構造改善費用 177 62

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 623

特別損失合計 1,373 3,982

税金等調整前四半期純損失（△） △5,950 △9,004

法人税、住民税及び事業税 663 629

法人税等調整額 336 2,032

法人税等合計 1,000 2,662

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △11,666

少数株主利益 39 79

四半期純損失（△） △6,990 △11,746
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（第２四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

  至 平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

  至 平成22年９月30日）

売上高 106,377 103,362

売上原価 77,133 75,949

売上総利益 29,244 27,413

販売費及び一般管理費 27,782 25,335

営業利益 1,461 2,077

営業外収益   

受取利息 47 59

受取配当金 292 295

受取ブランド使用料 169 150

雑収入 115 202

営業外収益合計 625 707

営業外費用   

支払利息 1,221 1,127

雑支出 580 507

営業外費用合計 1,802 1,634

経常利益 284 1,150

特別利益   

抱合せ株式消滅差益 26 －

特別利益合計 26 －

特別損失   

固定資産処分損 171 73

減損損失 14 －

投資有価証券評価損 91 248

特別退職金 177 358

事業構造改善費用 55 29

特別損失合計 510 710

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△199 439

法人税、住民税及び事業税 245 439

法人税等調整額 △200 1,233

法人税等合計 44 1,673

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,233

少数株主利益 61 24

四半期純損失（△） △305 △1,258
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

  至 平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △5,950 △9,004

減価償却費 7,596 6,990

減損損失 62 12

負ののれん発生益 － △2,650

引当金の増減額（△は減少） 2,686 2,068

受取利息及び受取配当金 △748 △767

支払利息 2,471 2,273

投資有価証券評価損益（△は益） 636 2,655

固定資産処分損益（△は益） 203 118

売上債権の増減額（△は増加） 32,764 24,560

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,944 △15,736

仕入債務の増減額（△は減少） △7,450 △2,857

未払費用の増減額（△は減少） △1,771 －

その他 1,543 △1,764

小計 28,099 5,898

利息及び配当金の受取額 748 782

利息の支払額 △2,486 △2,362

法人税等の支払額 △1,041 △708

営業活動によるキャッシュ・フロー 25,319 3,609

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △3,000

定期預金の払戻による収入 － 4,000

有価証券の償還による収入 － 3,000

有形固定資産の取得による支出 △4,099 △3,529

有形固定資産の売却による収入 606 －

無形固定資産の取得による支出 △1,000 △886

投資有価証券の取得による支出 △193 －

その他の支出 △667 △723

その他の収入 510 474

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,845 △665

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,176 9,388

長期借入れによる収入 9,300 24,750

長期借入金の返済による支出 △12,260 △40,175

社債の償還による支出 △12,360 －

セール・アンド・リースバックによる収入 － 3,544

リース債務の返済による支出 － △960

その他 △1,593 △926

財務活動によるキャッシュ・フロー △19,089 △4,379

現金及び現金同等物に係る換算差額 △258 284

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,126 △1,150

現金及び現金同等物の期首残高 64,428 71,156

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

40 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 65,595 70,006
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該当事項はありません。  

  

【事業の種類別セグメント情報】  

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日  至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年９月30日） 

  （注）１．事業区分は、製品・サービスの種類及び販売方法等の類似性を考慮して区分しております。 

     ２．各区分に属する主要な製品・サービス 

      （前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間）  

    （事業区分の変更）  

 当社は、平成20年10月１日に、当社がその半導体事業に関して有する権利義務を会社分割（新設分

割）により新たに設立した株式会社ＯＫＩセミコンダクタに承継したうえで、当該新設分割設立会社

の発行済み株式の95％相当をローム株式会社に株式譲渡し、半導体事業から撤退いたしました。これ

に伴い、事業区分については従来「情報通信システム」、「半導体」、「プリンタ」、「その他」の

４区分としておりましたが、当第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結累計期間では「情報通

信システム」、「プリンタ」、「その他」の３区分で記載しております。  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
情報通信 
システム 

プリンタ その他 計 消去又は全社 連結 

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高  63,409  37,163  5,803  106,377  －  106,377

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 956  625  6,102  7,684 ( )7,684  －

計  64,366  37,789  11,905  114,061 ( )7,684  106,377

営業損益  359  3,042  △213  3,188 ( )1,726  1,461

  
情報通信 
システム 

プリンタ その他 計 消去又は全社 連結 

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高  110,347  68,260  10,391  188,998  －  188,998

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 1,530  1,082  10,283  12,896 ( )12,896  －

計  111,877  69,342  20,675  201,895 ( )12,896  188,998

営業損益  378  1,994  △958  1,414 ( )3,059  △1,645

事業区分 主要な製品・サービス

情報通信システム 

金融システム、自動化機器システム、ＩＴＳ関連システム、電子政府関連システム、

ＥＲＰシステム、コンピュータ・ネットワーク関連機器、情報ネットワーク端末機

器、セキュリティシステム、ＩＰ電話システム、企業通信システム、ＣＴＩシステ

ム、映像配信システム、電子交換装置、デジタル伝送装置、光通信装置、無線通信装

置、ブロードバンドアクセス装置、ネットワークサービス、ネットワーク運用支援サ

ービスなど 

プリンタ カラープリンタ、モノクロプリンタ、ドットインパクトプリンタ、複合機など 

その他 製品等の運送・管理、用役提供、その他機器商品の製造及び販売 
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     ３．会計処理の方法の変更 

      （前第２四半期連結累計期間） 

        売上高及び損益に重要な影響を与える事項はありません。  

  

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日  至 平成21年９月30日） 

  

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度によっております。 

    ２．日本以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

    （１）北米・・・米国 

    （２）欧州・・・イギリス、ドイツ 

    （３）アジア・・・タイ、中国 

    ３．会計処理の方法の変更 

（前第２四半期連結累計期間） 

 売上高及び損益に重要な影響を与える事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日  至 平成21年９月30日） 

   

  

  
日本 

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高  73,907  7,337  20,530  4,603  106,377  －  106,377

(2)セグメント間の内部売上高  18,107  5  183  11,138  29,435 ( )29,435  －

計  92,015  7,342  20,713  15,741  135,812 ( )29,435  106,377

営業損益  1,500  51  △831  340  1,061 399  1,461

  
日本 

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高  128,921  13,148  38,346  8,581  188,998  －  188,998

(2)セグメント間の内部売上高  34,665  5  406  20,813  55,891 ( )55,891  －

計  163,587  13,154  38,752  29,395  244,889 ( )55,891  188,998

営業損益  3,969  △591  △961  508  2,924 ( )4,570  △1,645

  北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  6,330  20,031  8,439  34,802

Ⅱ 連結売上高（百万円）        106,377

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  6.0  18.8  7.9  32.7
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前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

 ２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

 （前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間） 

   （１）北米・・・米国 

   （２）欧州・・・イギリス、ドイツ、スペイン 

   （３）その他の地域・・・中国 

 ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要  

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計

期間（自 平成22年７月１日  至 平成22年９月30日） 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、当社を中心として「情報通信システム事業」及び「ＥＭＳ事業」を行うとともに、沖データグル

ープ（（株）沖データとそのグループ会社）を独立した経営単位として「プリンタ事業」を行っており、そ

れぞれ取り扱う商品機軸について国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は、当社と沖データグループを基礎とした商品機軸別のセグメントから構成されてお

り、「情報通信システム事業」、「プリンタ事業」及び「ＥＭＳ事業」の３つを報告セグメントとしており

ます。 

 「情報通信システム事業」は、金融、運輸・流通、製造業等の業務システムで培ったノウハウをコアとし

たソリューションとサービス、通信事業者向けに通信設備機器等、音声・映像等のコミュニケーションシス

テム、社会インフラ向けの専用システム、メカトロ技術をコアとした商品を提供する事業を行っておりま

す。「プリンタ事業」は、ＬＥＤ技術の特徴を活かしたプリンタを提供する事業を行っております。「ＥＭ

Ｓ事業」は、グループ内部で培った製造技術をベースにした生産受託事業を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年９月30日） 

  

  北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  11,479  37,373  15,310  64,162

Ⅱ 連結売上高（百万円）        188,998

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  6.1  19.8  8.1  33.9

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）３ 

情報通信 
システム 

プリンタ ＥＭＳ 計

売上高                 

外部顧客への売

上高 
 104,706  58,559  14,763  178,029  7,858  185,888  －  185,888

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

 1,563  2,309  63  3,936  9,510  13,446  △13,446  －

計  106,269  60,869  14,826  181,966  17,368  199,334  △13,446  185,888

セグメント利益 

又は損失（△） 
 1,316  △4,876  495  △3,064  765  △2,299  △3,435  △5,734
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 当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日  至 平成22年９月30日） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、用益提供、その他機器商品の製

造及び販売を行っております。 

２．セグメント利益又は損失の調整額の内容は以下のとおりであります。 

（単位：百万円） 

※ 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。 

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失と調整を行っており

ます。 

  

３．報告セグメントの変更等に関する事項 

  当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年９月30日） 

  従来、「ＥＭＳ事業」は、「その他」の区分に含めておりましたが、当第２四半期連結会計期間におい

て、「ＥＭＳ事業」の営業利益が営業利益の生じている事業セグメントの営業利益の合計額の10％以上であ

ったため、当第２四半期連結会計期間より「ＥＭＳ事業」として区分表示することに変更しました。 

   

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

 当社は、平成22年６月１日付で、当社を株式交換完全親会社とし、沖ウィンテック（株）を当社の株式交換完全

子会社とする株式交換を実施いたしました。この結果、資本剰余金が3,438百万円増加、自己株式が396百万円減少

しております。当該株式交換を主因としまして、当第２四半期連結会計期間末において資本剰余金が50,184百万

円、自己株式が19百万円となりました。 

  

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）３ 

情報通信 
システム 

プリンタ ＥＭＳ 計

売上高                 

外部顧客への売

上高 
 59,975  31,029  8,166  99,171  4,190  103,362  －  103,362

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

 819  1,179  32  2,031  5,156  7,187  △7,187  －

計  60,795  32,209  8,198  101,203  9,347  110,550  △7,187  103,362

セグメント利益 

又は損失（△） 
 2,915  △186  503  3,231  305  3,537  △1,459  2,077

  当第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結会計期間

セグメント間取引消去  △47  144

全社費用※  △3,449  △1,621

固定資産の調整額  61  17

合計  △3,435  △1,459

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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①第三者割当によるＡ種優先株式の発行 

当社は、平成22年10月８日開催の当社取締役会において、第三者割当により当社Ａ種優先株式（以下「本優先株

式」という）を発行することを決議すると共に、平成22年12月21日に開催予定の臨時株主総会に、本優先株式の発

行についての議案を付議することを決議いたしました。その概要は以下のとおりであります。 

  

（イ）発行新株式の種類及び数 

Ａ種優先株式 株 

  

（ロ）発行価格（払込金額）及び資本組入額 

発行価格（払込金額） １株につき 円 

資本組入額      １株につき 円 

  

（ハ）発行価額の総額及び資本組入額の総額  

発行価額の総額     円 

資本組入額の総額   円 

   

（ニ）割当予定先 

   

（ホ）本優先株式の発行の日程 

  

（ヘ）資金の使途 

本優先株式の発行により調達する資金は、今後の成長分野と位置付けるソリューション＆サービス、メカト

ロシステム、プリンタ、ＥＭＳの各事業の成長戦略投資に260億円、維持更新に係る設備投資に26億円を充当

する予定であります。 

  

（ト）その他 

本優先株式には、当社普通株式を対価とする取得請求権が付与されており、将来的に希薄化が生じる可能性

がありますが、取得請求権における当初取得価額が３年３ヶ月後に決定されるため、具体的な希薄化率は確定

しておりません。 

また、平成22年12月21日開催予定の臨時株主総会において本優先株式の発行に関する議案の特別決議及び同

臨時株主総会において本優先株式の発行に必要な定款変更案の承認を得ることを予定しております。  

  

（７）重要な後発事象

30,000

1,000,000

500,000

30,000,000,000

15,000,000,000

株式会社みずほコーポレート銀行 

明治安田生命保険相互会社 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 

ヒューリック株式会社 

株式会社紀陽銀行 

株式会社損害保険ジャパン 

株式会社千葉興業銀行 

富士通株式会社 

芙蓉総合リース株式会社 

安田不動産株式会社 

安田倉庫株式会社 

株式会社荘内銀行 

綜合警備保障株式会社 

株式会社北都銀行 

取締役会決議日 平成22年10月８日 

臨時株主総会開催日 平成22年12月21日（予定） 

定款変更の効力発生日 平成22年12月21日（予定） 

払込期日 平成22年12月22日（予定） 
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②資本金及び資本準備金の額の減少 

当社は、平成22年10月８日開催の当社取締役会において、平成22年12月21日に開催予定の臨時株主総会に、資本

金及び資本準備金の額の減少についての議案を付議することを決議いたしました。その概要は以下のとおりであり

ます。 

  

（イ）資本金及び資本準備金の額の減少の目的  

当社は、退職給付制度の改定及び早期退職優遇制度の導入等により今期に特別損失を計上し、その結果、欠

損金額が増加することを見込んでおります。このような状況におきまして、当社は、資本構成の是正を図り、

平成23年３月期に生ずる予定の欠損の補填及び過去からの累損の解消に備えるため、資本金及び資本準備金の

額の減少を行うものであります。 

  

（ロ）資本金の額の減少の要領 

  １）減少すべき資本金の額 

資本金の額 円を 円減少して 円といたします。 

  

  ２）資本金の額の減少の方法 

発行済株式総数の変更は行わず、減少する資本金の額 円の全額をその他資本剰余金に

振り替えることといたします。    

  

（ハ）資本準備金の額の減少の要領（減少すべき資本準備金の額） 

資本準備金の額 円を全額減少し、減少額全額をその他資本剰余金に振り替えることといたし

ます。 

  

（ニ）資本金及び資本準備金の額の減少の日程 

  

③退職給付制度の改定 

当社は、平成22年10月８日開催の当社取締役会において、「退職給付制度の改定」を決議いたしました。その概

要は以下のとおりであります。 

  

（イ）制度変更の目的 

退職給付債務の削減、後年度の債務償却額の圧縮、及び将来の財務負担軽減を実現するとともに、併せて従

業員の自助努力を支援し、就業意識の多様化にも対応いたします。 

  

（ロ）制度変更の概要 

平成23年度より現行の確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を一部変更し、全体の50％を確定拠出年金

制度からの給付とするよう、ポートフォリオを変更いたします。 

  

（ハ）業績に与える影響 

この制度変更に伴う平成23年３月期の特別損失として、約220億円の計上を見込んでおります。  

  

④早期退職優遇制度の導入  

当社は、平成22年10月８日開催の当社取締役会において、「早期退職優遇制度の導入」を決議いたしました。そ

の概要は以下のとおりであります。 

  

（イ）制度導入の目的 

当社は、一部見直しました中期経営計画の下、安定した収益を創出することが可能な事業基盤を構築するた

め、事業構造の変革、グループ企業の再編等に全社一丸となって取り組んでおります。その一環として事業の

選択と集中を加速するとともに、共通部門や間接部門を中心とした一層の業務効率化とスリム化を積極的に行

っております。本施策を実施することにより、固定費を最適化し、さらなる体質強化を図ります。 

  

76,940,272,174 47,940,272,174 29,000,000,000

47,940,272,174

29,366,803,139

取締役会決議日 平成22年10月８日 

債権者異議申述最終期日 平成22年11月21日（予定） 

株主総会決議日 平成22年12月21日（予定） 

効力発生日 平成22年12月22日（予定） 
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（ロ）早期退職優遇制度の内容 

    １）対象者       勤続満５年以上の当社及び国内グループ会社の以下に該当する正社員 

                              ①満50歳以上の管理職 

                              ②満40歳以上の一般社員 

                              （年齢、勤続年数及び社員区分の基準は、退職日時点とする） 

        ２）募集期間           2010年12月１日より2011年２月14日 

        ３）退職日             2010年12月20日より2011年２月28日 

        ４）優遇措置           通常の退職金に、退職日の年齢に応じた「特別退職金」を加算して支給する。 

                また、希望者に対して外部の就職支援会社による再就職支援を実施する。  

  

（ハ）業績に与える影響 

本施策及び従来からの転進支援施策等と合わせて 名程度の退職を想定し、平成23年３月期の特別損失

として、約70億円の計上を見込んでおります。 

  

1,000
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